
提
　
言

　

第
２
次
大
戦
後
、
世
界
は
、
自
由
で
開
か
れ
た
国

際
経
済
秩
序
の
も
と
で
、
貿
易
投
資
を
推
進
す
る
こ

と
で
繁
栄
を
享
受
し
て
き
た
。
し
か
し
、
こ
こ
数
年
、

２
大
経
済
大
国
が
戦
略
的
競
争
関
係
に
入
り
、
ま
た
、

２
０
２
０
年
に
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
感
染

が
拡
大
し
た
。
加
え
て
、
ロ
シ
ア
に
よ
る
ウ
ク
ラ
イ

ナ
侵
略
と
い
う
国
際
秩
序
を
揺
る
が
す
事
態
は
、
世

界
の
分
断
へ
の
懸
念
を
さ
ら
に
強
め
て
い
る
。
こ
の

よ
う
な
現
状
を
放
置
す
れ
ば
、
戦
後
の
繁
栄
を
支
え

て
き
た
制
度
基
盤
が
確
実
に
侵
食
さ
れ
る
ば
か
り
か
、

第
２
次
大
戦
前
と
同
様
の
ブ
ロ
ッ
ク
化
さ
え
懸
念
さ

れ
る
。
実
際
、
世
界
が
ブ
ロ
ッ
ク
化
さ
れ
、
国
際
分

業
や
技
術
伝
播
が
滞
る
と
、
長
期
的
に
世
界
の
Ｇ
Ｄ

Ｐ
の
５
％
、
す
な
わ
ち
日
本
経
済
の
規
模
に
匹
敵
す

る
生
産
額
が
失
わ
れ
る
と
の
Ｗ
Ｔ
Ｏ
に
よ
る
試
算
も

あ
る

（
注
１
）。
こ
れ
が
、
自
由
で
開
か
れ
た
国
際
経
済
秩
序

の
再
構
築
が
急
が
れ
る
ゆ
え
ん
で
あ
る
。

　

そ
こ
で
、
経
団
連
は
去
る
９
月
13
日
、「
自
由
で
開

か
れ
た
国
際
経
済
秩
序
の
再
構
築
に
向
け
て
～
貿
易

投
資
分
野
に
お
け
る
日
本
の
役
割
と
戦
略
～
」
を
公

表
し
た
。
自
由
な
貿
易
投
資
の
維
持
・
推
進
に
向
け
、

世
界
が
目
指
す
べ
き
方
向
性
と
、
２
０
２
３
年
Ｇ
７

広
島
サ
ミ
ッ
ト
を
主
催
す
る
日
本
の
果
た
す
べ
き
役

割
な
ら
び
に
具
体
的
な
戦
略
に
つ
い
て
提
言
す
る
も

の
で
あ
る
。

世
界
が
目
指
す
べ
き
方
向
性
： 

自
由
な
貿
易
投
資
の
維
持
・
推
進

　

冒
頭
述
べ
た
と
お
り
、
自
由
な
貿
易
投
資
は
深
刻

な
挑
戦
を
受
け
て
い
る
と
言
わ
ざ
る
を
得
な
い
。
西

側
先
進
国
に
お
い
て
は
、
志
を
同
じ
く
す
る
国
・
地

域
で
貿
易
投
資
を
進
め
て
い
こ
う
と
い
う
、
い
わ
ゆ

る
フ
レ
ン
ド
・
シ
ョ
ア
リ
ン
グ
と
い
う
考
え
方
も
あ

る
。
し
か
し
、
途
上
国
、
中
小
国
を
中
心
に
世
界
経

済
、
地
域
経
済
に
つ
な
が
っ
て
い
な
い
と
立
ち
行
か

な
い
国
も
多
い
た
め
、
世
界
全
体
と
し
て
、
自
由
な

貿
易
投
資
を
維
持
・
推
進
す
る
必
要
性
は
依
然
と
し

て
高
い
。
こ
の
た
め
に
は
、
機
能
不
全
が
言
わ
れ
よ

う
に
な
っ
て
久
し
い
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
改
革

（
注
２
）を
引
き
続
き
推

進
す
る
こ
と
は
も
と
よ
り
、
２
０
２
２
年
に
発
効
し

自
由
で
開
か
れ
た

国
際
経
済
秩
序
の
再
構
築
に
向
け
て

─
貿
易
投
資
分
野
に
お
け
る
日
本
の
役
割
と
戦
略

た
地
域
的
な
包
括
的
経
済
連
携（
Ｒ
Ｃ
Ｅ
Ｐ
）協
定
の

よ
う
な
地
域
貿
易
協
定
の
締
結
に
向
け
て
努
力
し
、

ル
ー
ル
に
基
づ
く
貿
易
投
資
の
枠
組
み
を
構
築
す
る

必
要
が
あ
る
。

　

他
方
、
自
由
な
貿
易
投
資
を
推
進
す
る
た
め
に
は
、

安
全
保
障
の
確
保
、
持
続
可
能
性
の
追
求
、
デ
ジ
タ

ル
経
済
へ
の
対
応
な
ど
、
時
代
の
要
請
に
も
応
え
て

い
く
必
要
が
あ
る
。

　

特
に
、
安
全
保
障
の
確
保
に
つ
い
て
は
、
安
全
保

障
の
観
点
か
ら
貿
易
や
投
資
を
制
限
す
る
場
合
で
あ

っ
て
も
、
そ
の
対
象
を
真
に
必
要
な
最
小
限
度
に
絞

る
必
要
が
あ
る
、
す
な
わ
ち
、
ネ
ガ
テ
ィ
ブ
リ
ス

ト
・
ア
プ
ロ
ー
チ
を
採
用
す
る
こ
と
が
、
企
業
の
事

副会長
通商政策委員長
住友商事会長

中
なかむら

村邦
くにはる

晴

審議員会副議長
通商政策委員長
トヨタ自動車副会長

早
はやかわ

川 茂
しげる
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業
活
動
の
予
見
可
能
性
を
高
め
る
と
と
も
に
、
自
由

な
貿
易
投
資
活
動
を
推
進
す
る
こ
と
に
つ
な
が
る
。

ま
た
、
地
政
学
リ
ス
ク
等
を
踏
ま
え
て
サ
プ
ラ
イ
チ

ェ
ー
ン
を
見
直
す
場
合
に
あ
っ
て
も
、
一
義
的
に
は
、

当
該
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
を
事
業
戦
略
に
基
づ
い
て

構
築
し
て
き
た
企
業
が
自
ら
主
体
的
に
取
り
組
む
べ

き
で
あ
る
。
安
全
保
障
の
観
点
か
ら
政
府
が
関
与
す

る
場
合
で
あ
っ
て
も
、
規
制
的
な
手
法
で
は
な
く
、

企
業
の
主
体
的
な
取
り
組
み
を
後
押
し
す
る
こ
と
を

基
本
と
す
べ
き
で
あ
る
。

　

第
２
に
、
経
済
連
携
協
定（
Ｅ
Ｐ
Ａ
）の
原
点
に
立

ち
返
り
、
今
日
の
国
際
情
勢
の
も
と
で
日
本
に
と
っ

て
有
益
な
国
際
環
境
を
形
成
す
る
と
と
も
に
、
日
本

と
し
て
の
経
済
利
益
の
確
保
に
資
す
る
国･

地
域
を

改
め
て
選
定
し
、
Ｅ
Ｐ
Ａ
や
投
資
協
定
の
ネ
ッ
ト
ワ

ー
ク
を
さ
ら
に
拡
大
・
深
化
す
べ
き
で
あ
る
。

　

こ
れ
に
関
連
し
て
、
第
３
に
、
Ｅ
Ｐ
Ａ
・
投
資
協

定
の
相
手
国
・
地
域
の
選
定
に
あ
た
っ
て
は
、
ロ
シ

ア
に
よ
る
ウ
ク
ラ
イ
ナ
侵
略
に
よ
っ
て
重
要
性
が
改

め
て
認
識
さ
れ
た
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
食
料
の
安
定
供

給
の
確
保
に
特
に
留
意
す
べ
き
で
あ
る
。
こ
の
観
点

か
ら
、
特
に
、
鉱
物
資
源
、
食
料
、
飼
料
の
輸
出
国

で
あ
る
メ
ル
コ
ス
ー
ル
と
の
Ｅ
Ｐ
Ａ
な
ら
び
に
、
エ

ネ
ル
ギ
ー
の
安
定
供
給
に
資
す
る
Ｇ
Ｃ
Ｃ
諸
国
と
の

Ｆ
Ｔ
Ａ
締
結
が
重
要
で
あ
る
。

　

第
₄
に
、
信
頼
あ
る
自
由
な
デ
ー
タ
流
通
に
係
る

ル
ー
ル
の
確
立
に
向
け
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
に
お
け
る
電
子
商

取
引
に
関
す
る
共
同
声
明
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
の
も
と

で
進
行
中
の
議
論
は
も
と
よ
り
、
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
主
要

国
や
イ
ン
ド
も
参
加
す
る
イ
ン
ド
太
平
洋
経
済
枠
組

み（
Ｉ
Ｐ
Ｅ
Ｆ
）を
活
用
す
べ
き
で
あ
る
。

　

経
団
連
は
、
２
０
２
３
年
、
Ｂ
７
を
主
催
す
る
。

こ
の
よ
う
な
場
も
活
用
し
つ
つ
、
各
国
経
済
界
と
連

携
し
て
、
自
由
で
開
か
れ
た
国
際
経
済
秩
序
の
再
構

築
に
貢
献
し
て
い
く
。

　

さ
ら
に
、
デ
ジ
タ
ル
経
済
へ
の
対
応
に
つ
い
て
、

グ
ロ
ー
バ
ル
な
事
業
を
円
滑
に
展
開
す
る
と
と
も
に
、

製
品
・
サ
ー
ビ
ス
の
付
加
価
値
を
高
め
る
た
め
に
は
、

国
境
を
越
え
た
デ
ー
タ
の
共
有
に
資
す
る
ル
ー
ル
作

り
が
必
要
不
可
欠
で
あ
る
。
現
在
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
に
お
い

て
共
同
声
明
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
の
も
と
で
電
子
商
取

引
の
議
論
が
行
わ
れ
て
い
る
ほ
か
、
経
済
連
携
協
定

等
を
通
じ
た
二
国
間
・
複
数
国
間
の
ル
ー
ル
作
り
が

進
展
し
て
い
る
が
、
急
速
に
デ
ジ
タ
ル
化
す
る
経
済

に
必
ず
し
も
即
応
出
来
て
い
な
い
の
が
実
情
で
あ
る
。

プ
ラ
イ
バ
シ
ー
お
よ
び
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
ー
に
係
る
相

手
国
の
制
度
へ
の
信
頼
を
ベ
ー
ス
に
、
相
互
運
用
性

を
確
保
す
る
必
要
が
あ
る
。

日
本
の
果
た
す
役
割
と
戦
略

─
Ｇ
₇
広
島
サ
ミ
ッ
ト
を
も
見
据
え
て

２
０
２
３
年
は
日
本
が
Ｇ
７
議
長
国
と
な
り
、
５

月
に
広
島
で
サ
ミ
ッ
ト
が
開
催
さ
れ
る
。
こ
の
よ
う

な
立
場
に
あ
る
日
本
と
し
て
は
、
途
上
国
を
含
め
た

世
界
全
体
を
包
摂
す
る
自
由
な
貿
易
投
資
の
維
持
・

強
化
や
、
安
全
保
障
の
確
保
と
自
由
な
貿
易
投
資
と

の
両
立
と
い
っ
た
課
題
へ
の
対
応
に
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ

ブ
を
発
揮
す
べ
き
で
あ
る
。

　

そ
の
た
め
に
、
日
本
が
採
る
べ
き
戦
略
は
₄
つ
あ

る
。
第
₁
に
、
Ｇ
７
参
加
国
・
地
域
を
中
核
と
し
た

ハ
イ
レ
ベ
ル
な
貿
易
投
資
枠
組
み
「
自
由
貿
易
投
資

ク
ラ
ブ
」
の
立
ち
上
げ
を
、
Ｇ
７
広
島
サ
ミ
ッ
ト
に

向
け
て
提
唱
す
べ
き
で
あ
る
。
立
ち
上
げ
の
際
、
分

断
を
回
避
す
る
た
め
、
鉱
工
業
品
関
税
の
原
則
撤
廃

や
自
由
な
越
境
デ
ー
タ
移
転
の
確
保
と
い
っ
た
基
準

を
一
定
期
間
内
に
ク
リ
ア
す
る
こ
と
を
約
束
す
る
全

て
の
国
の
参
加
を
認
め
る
必
要
が
あ
る
。

（
注
1
）オ
コ
ン
ジ
ョ
Ｗ
Ｔ
Ｏ
事
務
局
長
が
2
0
2
2
年
6
月
の
Ｗ
Ｔ
Ｏ

閣
僚
会
議
で
Ｗ
Ｔ
Ｏ
エ
コ
ノ
ミ
ス
ト
に
よ
る
試
算
と
し
て
言
及

（
注
2
）Ｗ
Ｔ
Ｏ
改
革
に
関
す
る
経
団
連
の
考
え
方
に
つ
い
て
は
、「
第
12

回
Ｗ
Ｔ
Ｏ
閣
僚
会
議
に
期
待
す
る
」（
2
0
2
1
年
9
月
14
日
）

　
　
　

https://w
w
w
.keidanren.or.jp/policy/2021/076.htm

l

参
照

日本が採るべき戦略

◆ 世界の分断が懸念される中、自由で開かれた国際経済秩序の再構築が急がれる
◆ 日本は、来年のＧ7議長国としてイニシアティブを発揮すべき

分断回避のため、鉱工業品関税の原則撤
廃や自由な越境データ移転の確保などの
基準をクリアできる全ての国の参加を容認

1. G7を中核とする
貿易投資枠組みの立ち上げ

日本にとって有益な国際環境の形成および
経済利益の確保に資する国･地域を改めて
選定し､EPA・投資協定を交渉

2. 経済連携ネットワークを拡大・深化

EPA・投資協定の相手国・地域の選定にあ
たり、エネルギー・食料の安全保障に留意。
メルコスール、GCC諸国等とのEPA・FTA
が重要

3. エネルギー・食料の安定供給の確保

インド太平洋経済枠組み（IPEF）等を活用

4. 信頼ある自由なデータ流通（DFFT）
に係るルールの確立

提言のポイント
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